
暴露評価に用いる食品摂取量の切り替えについて 

 

平成 26 年 2 月 20 日 

                                  農薬・動物用医薬品部会 

 

農薬等の残留基準設定にあたっては、国民栄養調査結果における各食品の摂取量に基づ

き暴露量の評価を行っているが、現在、使用している摂取量は平成 10～12 年の 11 月の調

査（特定の 1 日×3年）によるものであり、摂取頻度の低い食品、季節ごとに摂取量が大

きく異なる食品については、年間を通じた平均摂取量を適切に反映していない。 

そのため、今後は委託事業「食品摂取頻度・摂取量調査の特別集計業務」における平成

17～19 年度（4季節×3日間）の摂取量集計結果（以下、「新摂取量」という。詳細は別添

参照。）を新たに暴露評価に用いることとする。 

また、新摂取量への切り替えに伴い、ADI 占有率が 80%を超える品目について調査・検討

を行ったことから、その結果についても報告する。 

 

【経緯】 

・平成 17～19 年  食品摂取頻度・摂取量調査（国立健康・栄養研究所へ委託） 

・平成 22 年度  同調査の特別集計業務の実施（国立健康・栄養研究所へ委託） 

※各食品の摂取量より、農薬等の残留基準設定のための各食品グループの摂取量を算定 

・平成 23 年 11 月～ 

新摂取量を暴露評価に用いるために、既に本基準となっていた品目について、新摂

取量への移行により ADI 占有率が 80％を超過する品目の調査を行うと共に、平成 23

年 11 月以降に基準設定を行う品目については、新摂取量による暴露評価を随時確認し

てきた。 

 

その結果、ADI 占有率を超過する品目が認められたが、基準削除等の対応に先立ち、

従来の日本の暴露評価の方法では、国際的な方法と比較して、より過大な暴露量が推

定されることから、平成 10 年 8 月 7 日付け食調第 57 号「残留農薬基準設定における

暴露評価の精密化に関する意見具申」及び FAO マニュアルなどをもとに、暴露評価の

精緻化を検討してきた。 

その一環として、農薬の使用方法が同一である場合は、作物残留試験を実施した作

物のデータを同一グループの他の作物にも適用し、暴露評価の精緻化を図ることを平

成 25 年 7 月 23 日に部会で報告した。また、本部会においても、国産品及び輸入品の

割合を考慮した暴露評価について報告することとした（資料 9）。 

 上記暴露評価の精緻化により、ADI 占有率が 80%を超える品目はフェンスルホチオン

（農薬）のみとなる。 

 

 



【フェンスルホチオンについて】 

 フェンスルホチオンの残留基準は、とうもろこし、トマト等について、平成 4年に設定さ

れている。JMPR の ADI0.0003mg/kg/day に対し TMDI 試算により ADI 占有率を求めると、幼

小児では 278.9%となる。 

 しかし、本剤については、国内での使用が認められておらず、輸入時のモニタリング検査

においても検出事例がないことから、実際にほとんど暴露はないと考えられる。 

 また、現在、Codex 基準は設定されておらず、米国、EU、カナダ、豪州及びニュージーラ

ンドにおいても、残留基準が設定されておらず、使用も認められていないことから、日本の

残留基準についても削除を検討している。 

 

（参考）検査実績 

品目名 検査件数 検出件数 

フェンスルホチオン 58,840 0 

 数値は輸入食品監視支援システム（FAINS）による検索結果である。 

期間：平成 20 年 10 月 1日～平成 25 年 9月 30 日（速報値） 

検査件数・違反件数は延べ数である。 

 

【食品摂取量データの切り替えについて】 

 次回部会の審議品目より、平成 17～19 年度に実施された「食品摂取頻度・摂取量調査」

における新摂取量に基づき暴露評価を行うこととする。 

 また、国民の食品摂取量の実態が基準設定に適切に反映されるように、摂取量データの更

新頻度についても検討することとする。 

 

 


